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概要 
 

本稿は投入法による測定値の精緻化を目的として、教育主体別の中間消費および付加価値項目に関す

る投入表として、教育部門分析用拡張産業連関表（Extended Input-Output Table for Education Sector：EIOT）

を設計し、1955–2017 年を対象とした時系列表の構築をおこなう。構築される EIOT は、その行部門（商

品分類）を産業連関表基本表における基本分類としながら、列部門として大きく二種類の表に区分され

る。第一は「主体別 EIOT」であり、現行の産業連関表基本表における教育部門（国公立および私立）

の細分化表として位置付けられる。投入法による測定の精緻化のため、EIOT では基本表における雇用

者報酬および固定資本減耗が複数の項目へと拡張される。第二は、教育主体において提供される複合的

なサービス生産を活動別に再定義した「スキル別 EIOT」である。そこでは教育部門の活動を大きく基

礎スキル、専門スキル、そして補助活動へと分離し、それぞれの生産における投入構造の相違を反映し

た産業連関表のバランスが描かれる。 
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